プログラム使用許諾契約書
　株式会社　　　　　　　　（以下「甲」という。）と株式会社　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは，本日，次のとおり，プログラム使用許諾契約（以下「本契約」という。）を締結した。
第１条（使用許諾）
１　甲は乙に対し，甲が供給する別紙目録記載のアプリケーション・プログラム等（以下「本件プログラム」という。）を，下記の条件で非独占的に使用することを許諾する。

指定ＰＣ　　別紙目録記載のコンピューター
指定場所
　別紙目録記載の指定ＰＣが設置されている場所

期　　間
　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
ただし，期間満了日の３０日前までに，甲または乙から特段の意思表示のない限り，本契約は同一の条件で更新し，爾後も同様とする。
稼働環境
別紙目録記載のハードウエアおよびオペレーティングシステム（現行バージョンに限る。）における使用

LANで使用する場合　　クライアント・コンピュータ＿＿台まで

２　乙は，プログラムの使用権を第三者に譲渡，質入または再許諾してはならない。

第２条（対  価）
乙は，甲に対し，本件プログラムの使用料として金　　　　　　　円を，[毎月末日限り]，甲の指定する銀行口座に送金する方法で支払う。

第３条（納  入）
甲は乙に対し，平成　　年　　月　　日限り，本件プログラム，マニュアル，仕様書一式を納入する。

乙は，本件プログラム受領後１０日以内に検査を完了する。
第４条（保  証）
1  甲は，乙に対し，本件プログラムが別紙目録記載の稼働環境の下で，仕様書記載どおり動作することを保証する。
２　前項による甲の保証は，甲の選択により，本件プログラムの修補，取り替えまたは訂正のいずれかによって行われる。

３　乙が予めまたは本件プログラムインストール後にインストールした他のアプリケーション・プログラムとのコンフリクトまたは乙の本件プログラムの変更により起因する不具合については，前２項の保証の対象外とする。
４　甲は乙に対し，本件プログラムの不具合により乙が蒙った営業上の損失等について，損害賠償の責めを負わない。
第５条（所有権）
本件プログラムおよびその記憶媒体，マニュアル，資料等の一切の所有権は，甲に帰属する。
第６条（禁止事項）
１　乙は，次の行為をしてはならない。
（１）　本件プログラム，マニュアル，仕様書，資料等の複製
（２）　本件プログラムに関する技術上の秘密の漏洩
（３）　別紙目録に記載した稼働環境下以外で本件プログラムを使用すること

（４）　本件プログラムをインストールした指定ＰＣの指定場所の変更

（５）　本件プログラムの改良，変更

（６）　本件プログラムの解析

２　前項に違反し，乙が本プログラムに改良等を加えた場合，当該部分に係わる著作権，特許権等，一切の法的権利は，甲に帰属するものとする。

３　乙は，甲の前項の改良等の使用に関し，著作者人格権を行使しない。

第７条（使用態様の変更）

１　指定ＰＣの指定場所の変更，クライアント・コンピュータの台数を増加する必要が生じた場合，乙は甲に対し，事前に通知しなければならない。
２　クライアント・コンピュータの台数を増加する場合，使用料として，１台あたり[　　台毎に]，金　　　　　　　円を追加する。

第８条（本プログラムのバージョンアップ等）
乙より要請があった場合，甲は次の事項を有料にて行う。
（１）　甲に帰責事由がない本件プログラムの不具合の補修
（２）　本プログラムの変更・機能追加
第９条（甲の責任の制限）
甲は本契約の履行に関して甲の責に帰すベき事由により直接の結果として現実に蒙った損害に限り金　　　　　　　円を限度として乙に対し責任を負う。
第１０条（本プログラムの譲渡・転貸の禁止)
乙は第三者に対し本プログラムを譲渡・転貸・販売をしてはならない。
第１１条（本プログラムの著作権の帰属・改変）
１　乙は本プログラムの著作権が甲に帰属することを確認する。
２　乙は，自己の使用のため必要な場合に限り本プログラムの変更・改変ができる。ただし，変更・改作後の成果物についての権利は甲に帰属する。
第１２条（本プログラムの複製）
乙は，本プログラムのバックアップを目的とするプログラムディスク一枚にのみこれを複製することができる。ただし，その複製物には甲の著作権表示を明示しなければならない。
第１３条（秘密保持）
乙は本プログラムを機密に保持することを約し，本契約の終了の前後を問わず，乙，乙の役員または従業員をしてこれを第三者に漏洩しない。
第１４条（本契約の解除）
１　甲または乙は，相手方に次の各号の事由の一が生じたときは何等の催告なしに，本契約を直ちに解除することができる。
（１）　重大な過失または背信行為があったとき
（２）　銀行取引停止処分を受けたとき

（３）　手形の不渡りが生じたとき

（４）　第三者から仮差押え，仮処分，差押え，滞納処分その他の強制執行処分を申し立てられたとき

（５）　破産，民事再生手続き，会社更生手続きまたは特別清算手続きの申立をなし，あるいは申立をなされたとき

（６）　反社会的勢力との関係性を疑わせる事由があったとき
（７）　その他著しく不正な行為があったとき

２　甲または乙は，相手方の債務不履行が相当期間を定めてした催告後も是正されないときは，本契約を解除することができる。

第１５条（本件プログラムの返却等）
１　本契約が終了したときは，乙は甲に対し，ただちに本件プログラムを記録した媒体，　　　　  　マニュアル，仕様書，複製物等を返却し，指定ＰＣ内の本件プログラムを削除しなければならない。

２　乙は甲に対し，前項の媒体等の返却および本件プログラムの削除が完了するまで，本契約に定めた使用料相当額を支払わなければならない。

第１６条（権利義務の譲渡禁止）

甲および乙は，相手方の事前の承諾を得ることなく，本契約上の権利および義務の全部または一部を第三者に譲渡し，または担保に供してはならない。

第１７条（専属的合意管轄裁判所）

本契約に関する紛争については，　　　　　　地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第１８条（協議条項）
本契約に関し疑義が生じた場合は，甲乙協議のうえ誠意をもって解決する。
本契約の成立を証するため本契約書を２通作成し，甲乙各記名押印の上，各１通を保有する。

平成＿＿年＿＿月＿＿日
甲：住　　　所　　　　　　　　　　　　　乙：住　　　所　　　　　　　　　　　　

　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　会　社　名　　　　　　　　　　　　
　　代表取締役　　　　　　　　　　　印　　　代表取締役　　　　　　　　　　　印

